
水産庁の藻場に関する施策の動向

令和８年１月３０日

令和７年度磯焼け対策全国協議会



藻場保全・創造に向けた水産庁の取組（全体像）

国の計画・戦略

・水産基本計画（R4.3月閣議決定）

・漁港漁場整備長期計画（R4.3月閣議決定）

など

藻場保全・創造の考え方

・藻場・干潟ビジョン（R5.12月改訂）

・磯焼け対策ガイドライン（R3.3月改訂）

など

取組の支援

・水産基盤整備事業（公共事業）

・漁場生産力・水産多面的機能強化対策
藻場保全に関する取組を重点支援

調査・研究

・海水温上昇に対応した藻場整備における検討

普及・横展開

・磯焼け対策全国協議会

・漁場生産力・水産多面的機能強化対策
シンポジウム

その他

・関係省庁との連携
→インベントリへの反映（環境省、国交省）
→グリーンイノベーション基金（経済産業省）

・民間企業との連携促進

・藻場保全×海業 1



藻場保全についてのアンケート調査（参加者の結果一部抜粋）

アンケート調査の概要
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次年度以降の磯焼け対策全国協議会の開催や水産庁の施策への活用のため、磯焼け対策全

国協議会の参加者地域における藻場の状況や期待する技術開発等を把握する。
目的

全国調査区域

磯焼け対策全国協議会参加登録者：330人対象

オンラインでアンケートフォームに回答。調査方法

令和７年12月～令和８年１月実施期間

磯焼け対策全国協議会参加登録者３３０人 （1月5日時点で集計※）有効回収数・回答率
※当日キャンセル者等を含む暫定結果となります



参加者の業種【一つ選択】 【問】現在どのような形で磯焼け対策や藻場
の保全に関わっていますか？【複数選択可】
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藻場保全についてのアンケート調査（参加者の結果一部抜粋）

2．行政（地方自治体）
39.4％

1．行政（国関係）
2.4％

3．漁業関係者
12.7％

4．民間企業
32.7％

5．プレス関係
1.2％

6．その他（自由記述）
11.5％

0 50 100 150

管理監督や指導助言（例：行政

機関、研究機関等）

サポーター的な役割（例：水中作

業の補助、計画立案の補助等）

藻場の保全・創造の主たる担い

手

現在、特に関わっていない

資金や資材の提供者

その他（自由記述）

未回答

←約10%

※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります



【問】藻場保全に関わっている地域におい

て、５年前（2020年）頃と比較した藻場の
現状について選んでください。

【一つ選択してください】

330総数

5.5%18１．藻場は増えている

16.1%53２．藻場は維持されている

56.4%186３．藻場は減っている

10.3%34
４．藻場保全に関わってい
ない

3.3%11５．その他

8.5%28６．無回答
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１～３を100％として見た場合

27.6%

21.6%＝

＝

藻場保全についてのアンケート調査（参加者の回答結果一部抜粋）

4．藻場保全に関わ
っていない 10.3％

3．藻場は減っている
56.4％

2．藻場は維持
されている

16.1％

n=330

5．その他 3.3％

6．未回答 8.5% 1．藻場は増えている
5.5％
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【問】磯焼け対策や藻場の保全等に関連して、今後期待する技術開発を教えてください。

【複数選択】

回答数

222海水温上昇に対応した藻場造成技術

175植食動物から藻場を防御する技術

156
水中ドローン等を活用した効率的な藻場
モニタリングに関する技術

140植食動物の除去に関する技術

139
漁業者が活用できる海藻種苗生産に関
する技術

116
除去した植食動物の有効活用に関する
技術

75施肥材等の栄養塩に関する技術

74母藻選定に関する技術

8その他（自由記述）

16未回答

藻場保全についてのアンケート調査（参加者の回答結果一部抜粋）

0 50 100 150 200 250

海水温上昇に対応した藻…

植食動物から藻場を防御…

水中ドローン等を活用した…

植食動物の除去に関する…

漁業者が活用できる海藻…

除去した植食動物の有効…

施肥材等の栄養塩に関す…

母藻選定に関する技術

その他（自由記述）

未回答
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【問】磯焼け対策や藻場の保全等に関連して、関心のある項目を教えてください。

【複数選択】

回答数

208
地域又は民間企業との連携

180

藻場保全のための担い手の
確保

118

ブルーカーボンクレジットの申
請・認証に関すること

110

上記に関連した藻場保全連
携のためのマッチング

106
ブルーカーボンクレジットの販
路の確保

4その他（自由記述）

22未回答

藻場保全についてのアンケート調査（参加者の回答結果一部抜粋）

0 50 100 150 200 250

地域又は民間企業との連携

藻場保全のための担い手の確

保

ブルーカーボンクレジット申請・

認証に関すること

上記に関連した藻場保全連携の

ためのマッチングの場

ブルーカーボンクレジットの販路

の確保

その他（自由記述）

未回答



【問10―２】（問10-1で１．又は２．と答えた方へ）

藻場保全活動において民間企業に期待することについて

教えてください。（すべてに〇）

82総数
52.4%43２．現場での活動人材提供
46.3%38１．活動資金提供
31.7%26３．藻場保全の技術・ノウハウ提供
31.7%26５. ブル―カーボン・クレジットの購入

8.5%7４．藻場保全活動の情報発信
2.4%2６．その他

n=82

【問10―１】今後藻場保全活動を推進するにあたり、民間企
業との連携を希望しますか。（1つに〇）

221総数

10.4%23１．希望する

26.7%59２．どちらかというと希望する

35.7%79３．どちらかというと希望しない

27.1%60４．希望しない

n= 221

参考 R６年度藻場の持続的な保全体制についてのアンケート調査（活動組織の回答結果一部抜粋）
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37.1％

※詳細はR6年度磯焼け対策全国協議会水産庁資料を参照



【問６－１】（問４で２と答えた方へ）

貴社では藻場保全活動に今後関わりたいですか。（１つに〇）

227総数
11.0%25１．関わりたい
34.4%78２．どちらかといえば関わりたい
37.9%86３．どちらかといえば関わりたくない
14.1%32４．関わりたくない
2.6％6無回答

n=227

【問６－２】（問６－１で１又は２と答えた方へ）

貴社において今後希望する藻場保全活動への具体的なかか
わり方について教えてください。（すべてに〇）

n=103 

103総数

35.9%37４．藻場保全活動に関する情報発信

30.1%31２．現場での活動人材提供

18.4%19５．ブルーカーボン・クレジットの購入

16.5%17１．活動資金提供

12.6%13
３．藻場保全の技術・ノウハウ提供（具体
を記述）

16.5%17６．その他

参考 R６年度藻場の持続的な保全体制についてのアンケート調査（民間企業の回答結果一部抜粋）

２．どちらかといえ
ば関わりたい
34.4％

１．関わりたい
11.0％

３．どちらかといえ
ば関わりたくない
37.9％

４．関わりたくない
14.1％

無回答 2.6％

45.4％
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※詳細はR6年度磯焼け対策全国協議会水産庁資料を参照



今後の藻場保全に向けて、
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 海水温上昇に対応した藻場造成技術

→ R8年度にて調査継続

→ 全国で活用可能にした手引き

 地域等との連携

→ 連携を可能にする具体的な仕組みづくり

藻場保全についてのアンケート調査



気候変動下の藻場造成手法の検討

海水温上昇に対応した藻場造成（適切な種の選定、深
い水深帯での藻場造成）の実証試験を北海道沿岸、東
北太平洋沿岸１海域で行う。
・モデル地区選定

・海水温、光量、栄養塩等の整理・分析

・母藻採取、設置、モニタリング

・保全手法検討

実証調査手法を評価し、考慮すべき海域環境や代替手
法の有無を検討するとともに、北日本における藻場保全
手法に関する課題を整理。

「磯焼け対策全国協議会」を開催

全国の地方公共団体や研究機関等に対して、
当該年度までに把握・整理した藻場・干潟保全
や磯焼け対策に資する成果を共有し、優良事
例の横展開を図るため、「磯焼け対策全国協議
会」を開催する。

令和８年度 気候変動下の藻場・干潟保全手法検討調査 概要

（目的）
●海水温上昇に対応した藻場造成手法について、条件の異なる地域の海藻種による実証調査を加え、その成果を反映させることにより、当該手法の

補足、充実を図り、全国での導入を促進することを目的とする。

●また、二枚貝や底生魚介類の生息場となる干潟について、ＧＨＧ削減にも資する生産力改善手法の開発を目指し、基礎的知見の整理、将来性の

検討を行う。加えて、検討成果は、「磯焼け対策全国協議会」を開催して、全国に共有、横展開することで普及を図る。

１．気候変動下の藻場造成手法の検討 ２．干潟におけるGHG削減にも資する
生産力改善手法の検討

３．藻場・干潟の保全・創造に関する技術の横展開

①文献調査

干潟におけるGHG排出削減又は
吸収に関する文献を収集し、概
要の整理。

②実現可能性評価

上記、文献調査に加え、有識者
にヒアリングを行い、干潟におけ
るGHG削減の可能性、貢献度、
将来性を評価する。

アウトプット

・「海水温上昇等に対応した藻場造成手法（ガイド
ライン）」の補強・改善を行い、全国で活用できる
ようにする。

アウトプット

・①、②より、干潟におけるGHG排
出削減、吸収の可能性を提示
する。

アウトプット

・全国協議会を開催し、調査成果や優良事例
を共有する。

R8-9 R8 R8

10



＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．漁場生産力・水産多面的機能強化対策事業
漁業者等が行う、水産業・漁村の多面的機能の強化に資する以下の取組を

支援します。
① 環境・生態系保全
漁場生産力の強化に資する藻場の保全活動（ウニ・食害魚等の駆除、

海藻種苗の投入、藻場を保護する区域の設定）や干潟等の保全活動を
重点的に支援します。併せて、モニタリングの強化、専門家の指導、PDCA
サイクル等により活動の実効性を確保します。
② 海の安全確保
藻場等の海洋環境の変化を早期に捉えながら行う国境・水域の監視、海の

監視ネットワーク強化、海難救助訓練等を支援します。
※ 上記①及び②に併せて実施する多面的機能の国民に対する理解の増進を
図る活動組織を支援します。

２．漁場生産力・水産多面的機能強化対策支援事業
漁業者等が行う環境・生態系保全の活動の評価・検証、技術的な課題に対
する助言・指導及び効果的な活動の全国展開等に取り組みます。

＜対策のポイント＞
新たに気候変動・環境変化による藻場の減少等に対応するため、漁場生産力の回復・強化やブルーカーボンの推進の観点を踏まえ、漁業者等が行う藻場
等の保全活動を重点的に支援します。また、モニタリングの強化、専門家の指導等により活動の実効性を確保します。

＜事業目標＞
○ 環境・生態系の維持・回復（対象水域での生物量を20％増加［令和11年度まで］）
○ 藻場の保全対策を強化（藻場の保全面積 6,200ha［令和11年度まで］）

［お問い合わせ先］水産庁防災漁村課（03-3501-3082）

藻場保全のためのウニ駆除

ヨシ帯の保全 災害時の流木の回収等

海藻種苗の投入

水草の除去 海洋環境と水域等の監視

囲い網による保護区化 干潟の耕うん

令和８年度予算概算決定額 1,350百万円（前年度 1,366百万円）
〔令和７年度補正予算額 721百万円〕

漁場生産力・水産多面的機能強化対策事業

効果的な活動の実施
担い手の確保

モニタリング強化による

効果の把握・評価・分
析
課題の整理

計画の見直し
専門家の指導による

計画の改善

目的・目標の設定
効率的な計画の立案

・ チェックリストの活用
・ 複数手段の検討

【PDCAサイクルによる活動の実効性の確保】

PLAN

計画

DO

実行

CHECK
評価

ACTION
改善

定額

＜事業の流れ＞

活動組織

定額（１/２相当）

定額 定額、1/2

地域協議会（県・市・漁協等）

活動組織地域協議会（県・市・漁協等）

委託
民間団体等

※ 資機材の整備は1/2
国

（２の事業）

（1の②の事業）

（1の①の事業）
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

【ガイドラインの構成】
①趣旨
②藻場とは
③磯焼けとは
④植食動物
⑤磯焼けの現状
⑥対策の基本的考え方
⑦対策手法

・磯焼けの感知
・現状把握
・対策の検討と計画
・対策の実施
・モニタリング
・評価

⑧対策事例

■：抜粋内容

【ガイドラインの構成】
①趣旨
②藻場とは
③磯焼けとは
④植食動物
⑤磯焼けの現状
⑥対策の基本的考え方
⑦対策手法

・磯焼けの感知
・現状把握
・対策の検討と計画
・対策の実施
・モニタリング
・評価

⑧対策事例

英訳版表紙
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磯焼け対策の普及





■：抜粋内容

【ガイドラインの構成】
①趣旨
②藻場とは
③磯焼けとは
④植食動物
⑤磯焼けの現状
⑥対策の基本的考え方
⑦対策手法

・磯焼けの感知
・現状把握
・対策の検討と計画
・対策の実施
・モニタリング
・評価

⑧対策事例

https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo
/g_zyoho_bako/mobahozen_sozo_isoyaket
aisaku.html#h_5823347021745471779125

英訳版表紙
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磯焼け対策の普及



2025年インベントリ報告書（表紙）

 各国は、気候変動枠組条約（UNFCCC）に基づき、自国の温室効果ガス排出・吸収目録（インベント
リ）を作成し、毎年、国連（条約事務局）に提出・報告している。

 2024年の報告書で、世界ではじめて海草・海藻藻場の双方におけるCO2吸収量を算定し報告した。
 本報告にあたっては、環境省、国土交通省と連携して対応。
 本年（2025年）の報告書では、海草・海藻藻場におけるCO2吸収量は合計約34万トンの値と報告※ 。

吸収量の一部として、藻場に
よる34万トンの吸収量を計上

我が国の温室効果ガス排出量及び吸収量の推移

出典：環境省HP 2025年提出｜UNFCCCへの報告及び審査_温室効果ガスインベントリ
※2023年度における海草・海藻藻場によるCO2吸収量を報告
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海草・海藻によるCO2吸収量のインベントリ反映について



ご清聴ありがとうございました

磯焼け対策関連情報はこちら（水産庁HP）↑


